
第三者調査の費用 （単位：円）

弁護士名 内訳
3月

(令和7年度)
4月 5月 6月

4月～6月
(令和8年度)

6月までの調査費用
総合計

タイムチャージ（費用） 781,000 1,567,500 1,479,500 1,226,500 4,273,500 5,054,500

事務的経費 1,016 3,325 54,135 13,421 70,881 71,897

計 782,016 1,570,825 1,533,635 1,239,921 4,344,381 5,126,397

タイムチャージ（時:分） 35:30 71:15 67:15 55:45 194:15 229:45

タイムチャージ（費用） 247,500 891,000 902,000 1,430,000 3,223,000 3,470,500

事務的経費 34,705 69,225 3,194 4,791 77,210 111,915

計 282,205 960,225 905,194 1,434,791 3,300,210 3,582,415

タイムチャージ（時:分） 11:15 40:30 41:00 65:00 146:30 157:45

タイムチャージ（費用） 346,500 1,111,000 1,155,000 1,089,000 3,355,000 3,701,500

事務的経費 0 7,014 9,323 10,555 26,892 26,892

計 346,500 1,118,014 1,164,323 1,099,555 3,381,892 3,728,392

タイムチャージ（時:分） 15:45 50:30 52:30 49:30 152:30 168:15

タイムチャージ（費用） 181,500 726,000 1,149,500 671,000 2,546,500 2,728,000

事務的経費 21,780 22,893 31,655 26,338 80,886 102,666

計 203,280 748,893 1,181,155 697,338 2,627,386 2,830,666

タイムチャージ（時:分） 8:15 33:00 52:15 30:30 115:45 124:00

タイムチャージ（費用） 236,500 869,000 990,000 1,303,500 3,162,500 3,399,000

事務的経費 0 118,398 355,762 466,031 940,191 940,191

計 236,500 987,398 1,345,762 1,769,531 4,102,691 4,339,191

タイムチャージ（時:分） 10:45 39:30 45:00 59:15 143:45 154:30

タイムチャージ（費用） 236,500 742,500 671,000 1,001,000 2,414,500 2,651,000

事務的経費 0 0 0 4,253 4,253 4,253

計 236,500 742,500 671,000 1,005,253 2,418,753 2,655,253

タイムチャージ（時:分） 10:45 33:45 30:30 45:30 109:45 120:30

タイムチャージ（費用） 2,029,500 5,907,000 6,347,000 6,721,000 18,975,000 21,004,500

事務的経費 57,501 220,855 454,069 525,389 1,200,313 1,257,814

計 2,087,001 6,127,855 6,801,069 7,246,389 20,175,313 22,262,314

タイムチャージ（時:分） 92:15 268:30 288:30 305:30 862:30 954:45

　 タイムチャージ額は、1時間あたり22,000円（税込）。15分単位で計上

　 ※７月分の調査費用については精査中

伊藤弁護士
（調査委員）

須山弁護士
（調査委員）

齋藤弁護士
（調査委員）

澄川弁護士
（補助員）

吉田弁護士
（補助員）

野口弁護士
（補助員）

合計

総務委員会資料

令和８年８月13日

総務局



総 コ 第 5 7 3 号  

令和８年３月18日 

弁護士  野口 容子 様 

横浜市副市長 伊地知 英弘 

（総括コンプライアンス責任者） 

 

第三者による調査依頼について（補助員） 

 

「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱（令和８年２月20日制定 総コ

第513号）」第３条で定める補助員として調査にかかる事務の補助を依頼しますので、別紙承

諾書を提出してくださるようお願いします。 

 

１ 依頼事項 

日本弁護士連合会の「地方公共団体における第三者調査委員会調査等指針」に基づき、

以下の事項を依頼します。 

(1) 令和８年１月15日に横浜市総務局人事部長久保田氏が記者会見の際に配付した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係の調査、

認定、評価 

※１月 28日に、市会議員・マスコミに対して、久保田氏が把握している事実関係をま

とめた資料が追加で配付されています。 

(2) 前項に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

２ 依頼期間 

承諾日から令和８年３月31日まで 

※報告書の作成等は、令和８年度に改めて依頼します。 

 

３ 報酬 

別紙「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準」のとおりです。 

※ 調査期間中における１か月あたりの平均報酬額は、全調査委員及び補助員合計で

600万円を目安とします。 

 

４ 支払方法 

(1) 補助員は、請求書、タイムチャージシート、事務的経費明細及び公式説明等明細を横

浜市に提出することにより、報酬の請求を行います。 

(2) 事務的経費明細のうち、領収書等支払を証明する資料が存在するものについては、当

該資料の写しを併せてご提出ください。 

(3) 横浜市は、請求書受領後20日以内に、補助員が指定する金融機関口座に報酬を振り込

みます。 

（4）支払にあたっては、所得税法及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するた



めに必要な財源の確保に関する特別措置法の規定により、10.21%※を源泉徴収します。 

※源泉徴収対象額が100万円を超える部分については、20.42％となります。 

 

５ 個人情報の取扱い 

調査委員及び補助員は、調査に協力する職員その他の者のプライバシー等を配慮する

にあたり、日弁連指針及び関係法令だけでなく、以下の点についても御留意ください。 

・事案関係者への事情聴取にあたっては、聴取対象者の秘匿を条件に実施することも検

討してください。 

・必要に応じて庁舎外での聴き取り等、特段の配慮もお願いします。 

・調査によって作成した調書等及び収集した証拠資料は、調査委員及び補助員の責任に

おいて、調査終了から５年間保存し、横浜市には引き渡さないこととします。 

・調書等及び収集した証拠資料の保存期間が過ぎた際には、シュレッダー等の確実な方

法で廃棄することとし、その旨を横浜市に報告してください。 

 

６ その他 

中立・公平な立場から調査していただくため、横浜市の対応窓口は必要最小限に留め

させていただき、調査委員又は補助員から資料要求等の連絡を受けた場合に限り、対応

することとします。 

 

７ 別紙 

(1) 承諾書 

(2) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

(3) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準 

 

 

 

（担当） 

横浜市総務局コンプライアンス推進室 

湊、加納 

電話：045-671-4300 

E-mail：so-comp@city.yokohama.lg.jp 



承諾書 

 

令和８年３月 19日 

 

横浜市副市長 伊地知 英弘 様 

 

弁護士  野口 容子 印 

 

 

 

令和８年３月 18日総コ第 573号の第三者による調査依頼について（補助員）、依頼内容

のとおり承諾します。 



横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

 

制定 令和８年２月 20 日 総コ第 513 号（副市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年１月 15 日に総務局人事部長が記者会見の際に配布した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係について、

第三者による調査等（以下「第三者調査」という。）を実施するため、基本的な事項を定め

る。 

 

（調査委員） 

第２条 第三者調査の調査委員は、専門的な知識及び経験を有する弁護士３名とする。 

 

（補助員） 

第３条 調査委員は、調査にかかる事務を補助させるため、横浜市と調整のうえ、専門的な

知識及び経験を有する弁護士を３名まで補助員とすることができる。 

 

（調査事項） 

第４条 第三者調査では、神奈川県弁護士会に調査依頼した事項（令和８年２月４日総コ第

444 号）に基づき、次に掲げる事項を行う。 

(1) 第１条の文書に記載されている事実関係の調査、認定、評価 

(2) 前号に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

（ヒアリング等） 

第５条 調査委員は、調査にあたって、関係者へのヒアリング及び資料の提供を求めること

ができる。 

 

（成果物） 

第６条 調査委員は、第４条の事項を調査の上、報告書を作成及び提出する。 

 

（庶務） 

第７条 第三者調査の庶務は、調査委員及び補助員において処理する。ただし、第三者調査

に係る謝金等の支出及びその他調査委員が必要と認めて本市に依頼したものは、総務局コ

ンプライアンス推進室コンプライアンス推進課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、調査に関し必要な事項は総括コンプライアンス責任

者が定める。 

 

附則 

この要綱は、令和８年２月 20 日から施行する。 



 







（請求先）
横浜市長　様

住所

第三者による調査依頼について、　月分の報酬を請求いたします。

請求金額

（内訳）
項目 数量 単価 金額

タイムチャージ
事務的経費
公式説明等
報酬額（税抜）
消費税額
報酬額（税込）
（源泉徴収額）
合計（税込）

金融機関等名称

支店名

預金の種類

口座番号

フリガナ

口座名義

令和８年　月　日

請求書

振込先金融機関



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間 作業項目

※15分未満切捨

～

a　従事時間合計

タイムチャージシート

弁護士氏名

期間

作業内容月日



※網掛部分にご入力ください

～

項目 支払先 金額
領収書
番号

月日 摘要

事務的経費明細

b　事務的経費合計額

弁護士氏名

期間



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間
公式説明

内容
備考

公式説明等明細

c 公式説明等回数

弁護士氏名

月日



01131268
楕円



総 コ 第 5 5 7 号  

令和８年３月13日 

弁護士 伊藤 信吾 様 

横浜市副市長 伊地知 英弘 

（総括コンプライアンス責任者） 

 

第三者による調査依頼について 

 

「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱（令和８年２月20日制定 総コ

第513号）」第２条で定める調査委員として調査等を依頼しますので、別紙承諾書を提出して

くださるようお願いします。 

 

１ 依頼事項 

日本弁護士連合会の「地方公共団体における第三者調査委員会調査等指針」に基づき、

以下の事項を依頼します。 

(1) 令和８年１月15日に横浜市総務局人事部長久保田氏が記者会見の際に配付した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係の調査、

認定、評価 

※１月 28日に、市会議員・マスコミに対して、久保田氏が把握している事実関係をま

とめた資料が追加で配付されています。 

(2) 前項に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

２ 依頼期間 

承諾日から令和８年３月31日まで 

※報告書の作成等は、令和８年度に改めて依頼します。 

 

３ 報酬 

別紙「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準」のとおりです。 

※ 調査期間中における１か月あたりの平均報酬額は、全調査委員及び補助員合計で

600万円を目安とします。 

 

４ 支払方法 

(1) 調査委員は、請求書、タイムチャージシート、事務的経費明細及び公式説明等明細を

横浜市に提出することにより、報酬の請求を行います。 

(2) 事務的経費明細のうち、領収書等支払を証明する資料が存在するものについては、当

該資料の写しを併せてご提出ください。 

(3) 横浜市は、請求書受領後20日以内に、調査委員が指定する金融機関口座に報酬を振り

込みます。 

（4）支払にあたっては、所得税法及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するた



めに必要な財源の確保に関する特別措置法の規定により、10.21%※を源泉徴収します。 

※源泉徴収対象額が100万円を超える部分については、20.42％となります。 

 

５ 個人情報の取扱い 

調査委員は、調査に協力する職員その他の者のプライバシー等を配慮するにあたり、

日弁連指針及び関係法令だけでなく、以下の点についても御留意ください。 

・事案関係者への事情聴取にあたっては、聴取対象者の秘匿を条件に実施することも検

討してください。 

・必要に応じて庁舎外での聴き取り等、特段の配慮もお願いします。 

・調査によって作成した調書等及び収集した証拠資料は、調査委員の責任において、調

査終了から５年間保存し、横浜市には引き渡さないこととします。 

・調書等及び収集した証拠資料の保存期間が過ぎた際には、シュレッダー等の確実な方

法で廃棄することとし、その旨を横浜市に報告してください。 

 

６ その他 

中立・公平な立場から調査していただくため、横浜市の対応窓口は必要最小限に留め

させていただき、調査委員から資料要求等の連絡を受けた場合に限り、対応することと

します。 

 

７ 別紙 

(1) 承諾書 

(2) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

(3) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準 

 

 

 

（担当） 

横浜市総務局コンプライアンス推進室 

湊、加納 

電話：045-671-4300 

E-mail：so-comp@city.yokohama.lg.jp 



承諾書 

 

令和８年３月 16日 

 

横浜市副市長 伊地知 英弘 様 

 

弁護士  伊藤 信吾   印 

 

 

 

令和８年３月 13日総コ第 557号の第三者による調査依頼について、依頼内容のとおり

承諾します。 



横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

 

制定 令和８年２月 20 日 総コ第 513 号（副市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年１月 15 日に総務局人事部長が記者会見の際に配布した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係について、

第三者による調査等（以下「第三者調査」という。）を実施するため、基本的な事項を定め

る。 

 

（調査委員） 

第２条 第三者調査の調査委員は、専門的な知識及び経験を有する弁護士３名とする。 

 

（補助員） 

第３条 調査委員は、調査にかかる事務を補助させるため、横浜市と調整のうえ、専門的な

知識及び経験を有する弁護士を３名まで補助員とすることができる。 

 

（調査事項） 

第４条 第三者調査では、神奈川県弁護士会に調査依頼した事項（令和８年２月４日総コ第

444 号）に基づき、次に掲げる事項を行う。 

(1) 第１条の文書に記載されている事実関係の調査、認定、評価 

(2) 前号に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

（ヒアリング等） 

第５条 調査委員は、調査にあたって、関係者へのヒアリング及び資料の提供を求めること

ができる。 

 

（成果物） 

第６条 調査委員は、第４条の事項を調査の上、報告書を作成及び提出する。 

 

（庶務） 

第７条 第三者調査の庶務は、調査委員及び補助員において処理する。ただし、第三者調査

に係る謝金等の支出及びその他調査委員が必要と認めて本市に依頼したものは、総務局コ

ンプライアンス推進室コンプライアンス推進課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、調査に関し必要な事項は総括コンプライアンス責任

者が定める。 

 

附則 

この要綱は、令和８年２月 20 日から施行する。 



 







（請求先）
横浜市長　様

住所

第三者による調査依頼について、　月分の報酬を請求いたします。

請求金額

（内訳）
項目 数量 単価 金額

タイムチャージ
事務的経費
公式説明等
報酬額（税抜）
消費税額
報酬額（税込）
（源泉徴収額）
合計（税込）

金融機関等名称

支店名

預金の種類

口座番号

フリガナ

口座名義

令和８年　月　日

請求書

振込先金融機関



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間 作業項目

※15分未満切捨

～

a　従事時間合計

タイムチャージシート

弁護士氏名

期間

作業内容月日



※網掛部分にご入力ください

～

項目 支払先 金額
領収書
番号

月日 摘要

事務的経費明細

b　事務的経費合計額

弁護士氏名

期間



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間
公式説明

内容
備考

公式説明等明細

c 公式説明等回数

弁護士氏名

月日



01131268
楕円



総 コ 第 5 8 4号   

令和８年３月27日 

弁護士 伊藤 信吾 様 

横浜市副市長 伊地知 英弘 

（総括コンプライアンス責任者） 

 

第三者による調査依頼について 

 

「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱（令和８年２月20日制定 総コ

第513号）」第２条で定める調査委員として調査等を依頼しますので、別紙承諾書を提出して

くださるようお願いします。 

 

１ 依頼事項 

日本弁護士連合会の「地方公共団体における第三者調査委員会調査等指針」に基づき、

以下の事項を依頼します。 

(1) 令和８年１月15日に（当時）横浜市総務局人事部長久保田氏が記者会見の際に配付し

た文書「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係の

調査、認定、評価 

※１月 28日に、市会議員・マスコミに対して、久保田氏が把握している事実関係をま

とめた資料が追加で配付されています。 

(2) 前項に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

２ 依頼期間 

  令和８年４月１日から令和８年７月31日まで 

※ 調査の進捗状況により、期間の見直しが必要な場合には、協議のうえ見直すことが

できるものとします。 

 

３ 事実関係の認定、評価について 

(1) 事実関係の認定、評価にあたっては、報告書の形式によるものとします。 

(2) 報告書の内容について、横浜市のほか、横浜市会及び横浜市政記者会等への説明を依

頼することがあります。 

 

４ 報酬 

別紙「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準」のとおりです。 

※ 調査期間中における１か月あたりの平均報酬額は、全調査委員及び補助員合計で

600万円を目安とします。 

 

５ 支払方法 

(1) 調査委員は、請求書、タイムチャージシート、事務的経費明細及び公式説明等明細を



横浜市に提出することにより、報酬の請求を行います。 

(2) 事務的経費明細のうち、領収書等支払を証明する資料が存在するものについては、当

該資料の写しを併せてご提出ください。 

(3) 横浜市は、請求書受領後20日以内に、調査委員が指定する金融機関口座に報酬を振り

込みます。 

（4）支払にあたっては、所得税法及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法の規定により、10.21%※を源泉徴収します。 

※源泉徴収対象額が100万円を超える部分については、20.42％となります。 

 

６ 個人情報の取扱い 

調査委員及び補助員は、調査に協力する職員その他の者のプライバシー等を配慮する

にあたり、日弁連指針及び関係法令だけでなく、以下の点についても御留意ください。 

・事案関係者への事情聴取にあたっては、聴取対象者の秘匿を条件に実施することも検

討してください。 

・必要に応じて庁舎外での聴き取り等、特段の配慮もお願いします。 

・調査によって作成した調書等及び収集した証拠資料は、調査委員及び補助員の責任に

おいて、調査終了から５年間保存し、横浜市には引き渡さないこととします。 

・調書等及び収集した証拠資料の保存期間が過ぎた際には、シュレッダー等の確実な方

法で廃棄することとし、その旨を横浜市に報告してください。 

 

７ その他 

中立・公平な立場から調査していただくため、横浜市の対応窓口は必要最小限に留め

させていただき、調査委員から資料要求等の連絡を受けた場合に限り、対応することと

します。 

 

８ 別紙 

(1) 承諾書 

(2) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

(3) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準 

 

 

（担当） 

横浜市総務局コンプライアンス推進室 

湊、加納 

電話：045-671-4300 

E-mail：so-comp@city.yokohama.lg.jp 

 



承諾書 

 

令和８年４月１日 

 

横浜市副市長 松浦 淳 様 

 

弁護士  伊藤 信吾   印 

 

 

 

令和８年３月 27日総コ第 584号の第三者による調査依頼について、依頼内容のとおり

承諾します。 



横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

 

制定 令和８年２月 20 日 総コ第 513 号（副市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年１月 15 日に総務局人事部長が記者会見の際に配布した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係について、

第三者による調査等（以下「第三者調査」という。）を実施するため、基本的な事項を定め

る。 

 

（調査委員） 

第２条 第三者調査の調査委員は、専門的な知識及び経験を有する弁護士３名とする。 

 

（補助員） 

第３条 調査委員は、調査にかかる事務を補助させるため、横浜市と調整のうえ、専門的な

知識及び経験を有する弁護士を３名まで補助員とすることができる。 

 

（調査事項） 

第４条 第三者調査では、神奈川県弁護士会に調査依頼した事項（令和８年２月４日総コ第

444 号）に基づき、次に掲げる事項を行う。 

(1) 第１条の文書に記載されている事実関係の調査、認定、評価 

(2) 前号に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

（ヒアリング等） 

第５条 調査委員は、調査にあたって、関係者へのヒアリング及び資料の提供を求めること

ができる。 

 

（成果物） 

第６条 調査委員は、第４条の事項を調査の上、報告書を作成及び提出する。 

 

（庶務） 

第７条 第三者調査の庶務は、調査委員及び補助員において処理する。ただし、第三者調査

に係る謝金等の支出及びその他調査委員が必要と認めて本市に依頼したものは、総務局コ

ンプライアンス推進室コンプライアンス推進課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、調査に関し必要な事項は総括コンプライアンス責任

者が定める。 

 

附則 

この要綱は、令和８年２月 20 日から施行する。 



 







（請求先）
横浜市長　様

住所

第三者による調査依頼について、　月分の報酬を請求いたします。

請求金額

（内訳）
項目 数量 単価 金額

タイムチャージ
事務的経費
公式説明等
報酬額（税抜）
消費税額
報酬額（税込）
（源泉徴収額）
合計（税込）

金融機関等名称

支店名

預金の種類

口座番号

フリガナ

口座名義

令和８年　月　日

請求書

振込先金融機関



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間 作業項目

※15分未満切捨

～

a　従事時間合計

タイムチャージシート

弁護士氏名

期間

作業内容月日



※網掛部分にご入力ください

～

項目 支払先 金額
領収書
番号

月日 摘要

事務的経費明細

b　事務的経費合計額

弁護士氏名

期間



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間
公式説明

内容
備考

公式説明等明細

c 公式説明等回数

弁護士氏名

月日



01131268
楕円



総 コ 第 5 9 2号  

令和８年３月27日 

弁護士 野口 容子 様 

横浜市副市長 伊地知 英弘 

（総括コンプライアンス責任者） 

 

第三者による調査依頼について（補助員） 

 

「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱（令和８年２月20日制定 総コ

第513号）」第３条で定める補助員として調査にかかる事務の補助を依頼しますので、別紙承

諾書を提出してくださるようお願いします。 

 

１ 依頼事項 

日本弁護士連合会の「地方公共団体における第三者調査委員会調査等指針」に基づき、

以下の事項を依頼します。 

(1) 令和８年１月15日に（当時）横浜市総務局人事部長久保田氏が記者会見の際に配付し

た文書「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係の

調査、認定、評価 

※１月 28日に、市会議員・マスコミに対して、久保田氏が把握している事実関係をま

とめた資料が追加で配付されています。 

(2) 前項に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

２ 依頼期間 

  令和８年４月１日から令和８年７月31日まで 

※ 調査の進捗状況により、期間の見直しが必要な場合には、協議のうえ見直すことが

できるものとします。 

 

３ 事実関係の認定、評価について 

(1) 事実関係の認定、評価にあたっては、報告書の形式によるものとします。 

(2) 報告書の内容について、横浜市のほか、横浜市会及び横浜市政記者会等への説明を依

頼することがあります。 

 

４ 報酬 

別紙「横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準」のとおりです。 

※ 調査期間中における１か月あたりの平均報酬額は、全調査委員及び補助員合計で

600万円を目安とします。 

 

５ 支払方法 

(1) 補助員は、請求書、タイムチャージシート、事務的経費明細及び公式説明等明細を横



浜市に提出することにより、報酬の請求を行います。 

(2) 事務的経費明細のうち、領収書等支払を証明する資料が存在するものについては、当

該資料の写しを併せてご提出ください。 

(3) 横浜市は、請求書受領後20日以内に、補助員が指定する金融機関口座に報酬を振り込

みます。 

（4）支払にあたっては、所得税法及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法の規定により、10.21%※を源泉徴収します。 

※源泉徴収対象額が100万円を超える部分については、20.42％となります。 

 

６ 個人情報の取扱い 

調査委員及び補助員は、調査に協力する職員その他の者のプライバシー等を配慮する

にあたり、日弁連指針及び関係法令だけでなく、以下の点についても御留意ください。 

・事案関係者への事情聴取にあたっては、聴取対象者の秘匿を条件に実施することも検

討してください。 

・必要に応じて庁舎外での聴き取り等、特段の配慮もお願いします。 

・調査によって作成した調書等及び収集した証拠資料は、調査委員及び補助員の責任に

おいて、調査終了から５年間保存し、横浜市には引き渡さないこととします。 

・調書等及び収集した証拠資料の保存期間が過ぎた際には、シュレッダー等の確実な方

法で廃棄することとし、その旨を横浜市に報告してください。 

 

７ その他 

中立・公平な立場から調査していただくため、横浜市の対応窓口は必要最小限に留め

させていただき、調査委員又は補助員から資料要求等の連絡を受けた場合に限り、対応

することとします。 

 

８ 別紙 

(1) 承諾書 

(2) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

(3) 横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する報酬基準 

 

 

（担当） 

横浜市総務局コンプライアンス推進室 

湊、加納 

電話：045-671-4300 

E-mail：so-comp@city.yokohama.lg.jp 

 



承諾書 

 

令和８年４月１日 

 

横浜市副市長 松浦 淳 様 

 

弁護士  野口 容子  印 

 

 

 

令和８年３月 27日総コ第 592号の第三者による調査依頼について（補助員）、依頼内容

のとおり承諾します。 



横浜市長の言動にかかる第三者による調査に関する要綱 

 

制定 令和８年２月 20 日 総コ第 513 号（副市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年１月 15 日に総務局人事部長が記者会見の際に配布した文書

「横浜市長・山中竹春氏による問題のある言動」中に記載されている事実関係について、

第三者による調査等（以下「第三者調査」という。）を実施するため、基本的な事項を定め

る。 

 

（調査委員） 

第２条 第三者調査の調査委員は、専門的な知識及び経験を有する弁護士３名とする。 

 

（補助員） 

第３条 調査委員は、調査にかかる事務を補助させるため、横浜市と調整のうえ、専門的な

知識及び経験を有する弁護士を３名まで補助員とすることができる。 

 

（調査事項） 

第４条 第三者調査では、神奈川県弁護士会に調査依頼した事項（令和８年２月４日総コ第

444 号）に基づき、次に掲げる事項を行う。 

(1) 第１条の文書に記載されている事実関係の調査、認定、評価 

(2) 前号に関連する事項において、その他必要と認める事項 

 

（ヒアリング等） 

第５条 調査委員は、調査にあたって、関係者へのヒアリング及び資料の提供を求めること

ができる。 

 

（成果物） 

第６条 調査委員は、第４条の事項を調査の上、報告書を作成及び提出する。 

 

（庶務） 

第７条 第三者調査の庶務は、調査委員及び補助員において処理する。ただし、第三者調査

に係る謝金等の支出及びその他調査委員が必要と認めて本市に依頼したものは、総務局コ

ンプライアンス推進室コンプライアンス推進課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、調査に関し必要な事項は総括コンプライアンス責任

者が定める。 

 

附則 

この要綱は、令和８年２月 20 日から施行する。 



 







（請求先）
横浜市長　様

住所

第三者による調査依頼について、　月分の報酬を請求いたします。

請求金額

（内訳）
項目 数量 単価 金額

タイムチャージ
事務的経費
公式説明等
報酬額（税抜）
消費税額
報酬額（税込）
（源泉徴収額）
合計（税込）

金融機関等名称

支店名

預金の種類

口座番号

フリガナ

口座名義

令和８年　月　日

請求書

振込先金融機関



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間 作業項目

※15分未満切捨

～

a　従事時間合計

タイムチャージシート

弁護士氏名

期間

作業内容月日



※網掛部分にご入力ください

～

項目 支払先 金額
領収書
番号

月日 摘要

事務的経費明細

b　事務的経費合計額

弁護士氏名

期間



※網掛部分にご入力ください

開始時間 終了時間 従事時間
公式説明

内容
備考

公式説明等明細

c 公式説明等回数

弁護士氏名

月日



01131268
楕円
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